
20年度 21年度21年度21年度21年度 20年度 21年度21年度21年度21年度 20年度 21年度21年度21年度21年度奈 県内総生産（名目） 36,281 34,38234,38234,38234,382 △ 3.6 △ 5.2△ 5.2△ 5.2△ 5.2 0.74 0.730.730.730.73良 県内総生産（実質） 40,335 38,63838,63838,63838,638 △ 2.9 △ 4.2△ 4.2△ 4.2△ 4.2 0.75 0.730.730.730.73県 １人当たり県民所得 2,555 2,4082,4082,4082,408 △ 4.0 △ 5.7△ 5.7△ 5.7△ 5.7 92.7 90.590.590.590.5全 国内総生産（名目） 492兆0,670 474兆0,402474兆0,402474兆0,402474兆0,402 △ 4.6 △ 3.7△ 3.7△ 3.7△ 3.7 － －－－－国内総生産（実質） 539兆4,840 526兆7,353526兆7,353526兆7,353526兆7,353 △ 4.1 △ 2.4△ 2.4△ 2.4△ 2.4 － －－－－国 １人当たり国民所得 2,756 2,6602,6602,6602,660 △ 7.0 △ 3.5△ 3.5△ 3.5△ 3.5 － －－－－※）全国値は、平成21年度国民経済計算確報。
実　額（億円、千円） 対前年度増加率（％） シェアと水準
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平成２１年度平成２１年度平成２１年度平成２１年度 奈良県版ＧＤＰ統計（県民経済計算）について奈良県版ＧＤＰ統計（県民経済計算）について奈良県版ＧＤＰ統計（県民経済計算）について奈良県版ＧＤＰ統計（県民経済計算）について

奈良県と全国の経済成長率の推移（実質実質実質実質）
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標記の件について、以下のとおり取りまとめましたので、公表致します。

（１）経済成長率と県内総生産（１）経済成長率と県内総生産（１）経済成長率と県内総生産（１）経済成長率と県内総生産○ 奈良県の経済成長率は、名目で５．２％減と７年連続のマイナスとなり、物価変動の影響を取り除いた実質では４．２％減と２年連続のマイナス。不動産業やサービス業などが増加したものの、製造業や建設業などが減少。なお、国内総生産は、実質で２．４％減と２年連続のマイナス。○ 国内総生産（名目で約４７４兆円）に占める県内総生産（名目で３兆４，３８２億円）のシェアは０．７３％で、平成２１年度は前年度の0.74％と比べて減少。（２）１人当たり県民所得（２）１人当たり県民所得（２）１人当たり県民所得（２）１人当たり県民所得○ １人当たり県民所得は、２４０万８千円で前年度比５．７％減と２年連続のマイナス。○ １人当たり県民所得は、１人当たり国民所得（２６６万円）に対して９０．５％の水準となり、全国との差が前年度（９２．７％）より拡大。これは、県民所得の構成要素である県民雇用者報酬および企業所得が、奈良県は全国よりも平成２１年度において減少幅が大きかったことによる。

県内総生産県内総生産県内総生産県内総生産 （名（名（名（名 目）３兆４，３８２億円目）３兆４，３８２億円目）３兆４，３８２億円目）３兆４，３８２億円 （実（実（実（実 質）３兆８，６３８億円質）３兆８，６３８億円質）３兆８，６３８億円質）３兆８，６３８億円経済成長率経済成長率経済成長率経済成長率 （名（名（名（名 目）目）目）目） ５．２％減５．２％減５．２％減５．２％減 （実（実（実（実 質）質）質）質） ４．２％減４．２％減４．２％減４．２％減１人当たり県民所得１人当たり県民所得１人当たり県民所得１人当たり県民所得 ２４０万８千円（対前年度比２４０万８千円（対前年度比２４０万８千円（対前年度比２４０万８千円（対前年度比 ５．７％減）５．７％減）５．７％減）５．７％減）

シェア水準

（成長率）（成長率）（成長率）（成長率）
格差拡大格差拡大格差拡大格差拡大

リーマン・ショック（リーマン・ショック（リーマン・ショック（リーマン・ショック（H20H20H20H20年年年年9999月）からの回復が遅く、実質で２年連続のマイナス成長月）からの回復が遅く、実質で２年連続のマイナス成長月）からの回復が遅く、実質で２年連続のマイナス成長月）からの回復が遅く、実質で２年連続のマイナス成長

経済成長率経済成長率経済成長率経済成長率（参（参（参（参 考）考）考）考） 全全全全 国国国国 （名（名（名（名 目）目）目）目） ３．７％減３．７％減３．７％減３．７％減 （実（実（実（実 質）質）質）質） ２．４％減２．４％減２．４％減２．４％減１人当たり国民所得１人当たり国民所得１人当たり国民所得１人当たり国民所得 ２６６万円２６６万円２６６万円２６６万円 （対前年度比（対前年度比（対前年度比（対前年度比 ３．５％減）３．５％減）３．５％減）３．５％減）

全国と逆の動き全国と逆の動き全国と逆の動き全国と逆の動き→→→→ 再度、格差拡大！再度、格差拡大！再度、格差拡大！再度、格差拡大！

（平成23年１2月15日）報 道 資 料 奈良県統計課奈良県統計課奈良県統計課奈良県統計課今を見つめ、未来を拓く……統計課　木下、坂本、駒井　　　　内線（２６１５）　　　　直通　0742-27-8439look  at  the  present, lead  to  the  future…Statistics  Division, Nara  Prefecture
（平成（平成（平成（平成21212121年度）年度）年度）年度）
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